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第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この訓令は、総務省行政文書管理規則（平成２３年総務省訓令第１６号。

以下「管理規則」という。）に定めるもののほか、文書の起案、決裁、施行、

取得等について必要な事項を定めることを目的とする。 

 

 （定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１） 部局 内部部局にあっては官房、局及び政策統括官、サイバーセキュリ

ティ統括官、審議会等にあっては庶務を行う官房、局及び政策統括官並び

に事務局、施設等機関、特別の機関及び地方支分部局にあっては当該施設

等機関、特別の機関及び地方支分部局をいう。 

（２） 地方支分部局 管区行政評価局、総合通信局、沖縄行政評価事務所、沖

縄総合通信事務所、行政評価支局及び行政評価事務所をいう。 

（３）  電子署名 電子計算機による情報処理の用に供される電磁的記録に記

録することができる情報について行われる措置であって、次の要件のい

ずれにも該当するものをいう。 

ア 当該情報が当該措置を行った者の作成に係るものであることを示すた

めのものであること。 

イ 当該情報について改変が行われていないかどうかを確認することがで



きるものであること。 

（４）  総合無線局監理システム 無線局監理事務及び電波監視事務に係る文

書（文書管理システムを用いる文書を除く。）の管理を総合的に行うため

の情報システムをいう。 

（５） 電気通信行政情報システム 電気通信行政（総合無線局監理システムに

係るものを除く。）に関する申請・届出等の審査支援及び処分書の発給等

を行うシステムをいう。 

（６）  総務省共通基盤支援システム 文書管理システムと省内職員認証機能

との連携、閲覧目録への登録支援等を行うためのシステムをいう。 

 

第２章 文書の起案、決裁及び施行 

    第１節 起案 

 

（起案の原則） 

第３条 決裁を受けようとするときは、原則として文書管理システム又は総合

無線局監理システム（以下「文書管理システム等」という。）の起案様式を用

いて、次に定めるところにより起案するものとする。ただし、決裁者に直接説

明が必要な場合などには、別記様式第１号に定める起案用紙を用いて起案す

ることができる。また、日時の都合その他やむを得ない理由により、起案様式

又は起案用紙（以下「起案用紙」という。）を用いて起案することが困難であ

ると認められる場合は、この限りでない。この場合においては、事後において

決裁手続を経なければならないものとする。 

（１） 起案用紙の該当欄に必要事項をそれぞれ記載又は記録すること。 

（２） 他の部局等の所掌事務に関係する起案文書については、当該他の部局等

の名称を起案用紙の該当欄に明記すること。 

（３） 必要に応じて参考書類（電子文書を含む。）を添付すること。 

（４） 緊急を要する等特別の取扱いをする必要がある場合は、起案用紙の該当

欄にその旨を記載又は記録すること。 

２ 前項の場合において、決裁が定例的である等の理由により、起案用紙を用い

ないことが事務処理上効率的であると認められるときは、起案用紙を用いな

いことができる。この場合において、決裁者の署名又は押印を受ける用紙は、

起案用紙であるものとみなす。 

 

第２節 決裁の手順 

 

（決裁の方法） 

第４条 起案文書により決裁を受けるときは、起案用紙の該当欄に、内部組織に

従い、順次決裁者の承認（別記様式第１号に定める起案用紙により決裁を受け

る場合にあっては、署名又は押印）を求めるものとする。 

２ 他の部局等の所掌事務に関係する起案文書については、主管部局等の長の



決裁を受けた後で、当該他の部局等に合議をしなければならない。 

３ 前項の規定により合議を受けた部局等においては、速やかに当該起案に係

る判断をするものとする。 

４ 前項の規定にかかわらず、関係部局等に事前に協議をし、合議を省略する場

合は、起案文書に協議調整済先を明記する。 

５ 決裁者から決裁を受けようとするときは、決裁者が事案の内容について十

分検討した上で決裁することができるように、時間を考慮して決裁の手続を

しなければならない。 

６ 特に至急に処理する必要があるときその他の特別の理由があるときは、当

該起案について十分説明することができる職員が起案文書を持ち回って決裁

を求めることができる。 

 

（進達） 

第５条 大臣を決裁権者とする起案文書は、大臣官房長、事務次官、副大臣、大

臣の順に進達するものとする。 

２ 副大臣を決裁権者とする起案文書は、大臣官房長、事務次官、副大臣の順に

進達するものとする。 

３ 大臣政務官を決裁権者とする起案文書は、大臣官房長、事務次官、大臣政務

官の順に進達するものとする。 

４ 事務次官を決裁権者とする起案文書は、大臣官房長、事務次官の順に進達す

るものとする。 

５ 第１項及び第２項に規定する起案文書であって、各大臣政務官の職務に関

するものであるときは、事務次官に進達後、当該大臣政務官に進達しなければ

ならない。 

６ 第１項から第４項までに規定する起案文書であって、各総務審議官の職務

に関するものであるときは、大臣官房長に進達後、当該総務審議官に進達しな

ければならない。 

 

（大臣官房総務課長等への合議） 

第６条 大臣、副大臣、大臣政務官又は事務次官の決裁を要する起案文書（次項

に規定する決裁文書を除く。）は、大臣官房総務課長に合議をしなければなら

ない。 

２ 大臣、副大臣、大臣政務官又は事務次官の決裁を要する人事に関する起案文

書は、大臣官房秘書課長に合議をしなければならない。 

 

（例文登録） 

第７条 一定の書式若しくは文案により施行する文書又は一定の書式若しくは

文案に統一可能な文書で、単に施行年月日、文書番号、受信者名、名称及び金

額等を記入して施行するにすぎない文書（人事に関する文書を除く。）につい

ては、当該部局等の長はあらかじめ起案文書の書式又は文案について大臣官



房総務課長に協議し、例文としての登録を受けることができる。 

２ 前項の規定により登録を受けた例文に係る起案文書のうち、前条第１項の

規定に該当するものは、同項の規定にかかわらず大臣官房総務課長への合議

は要しないものとする。 

３ 第１項の規定は、例文として登録されている文書の文案について改正する

必要が生じた場合について準用する。 

 

（文書の決裁及び名義） 

第８条 文書の決裁に当たっては、別表第１の決裁を要する文書の件名の欄の

区分に応じて、同表の合議先欄に掲げる部局等に合議をし、同表の決裁者欄に

掲げる者の決裁を受けた後、同表の文書施行名義人欄に掲げる者の名義によ

り施行するものとする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

（１） 同表の決裁者欄に掲げる者について、当該決裁者の上位者とすることが

必要である場合 

（２） 同表の文書施行名義人欄に掲げる者の名義について、相手方との関係に

おいて文書施行名義人を変更の上施行することが必要である場合 

２ 前項の規定にかかわらず、法令又は告示の規定により部局長等において処

理することとされた事項に係る文書の決裁及び名義の取扱いについては、当

該部局長等が別に定めることができる。 

 

（代決等） 

第９条 決裁者が出張又は休暇その他のやむを得ない理由により不在であり、

かつ、特に至急に処理をしなければならない事案については、当該決裁者の直

近の下位者が代理して決裁をすることができる。ただし、決裁者が大臣、副大

臣、大臣政務官又は事務次官であるときの代決者は、別表第２の決裁者欄に掲

げる区分に応じ、同表の第１次代決者欄に掲げる者とし、同欄に掲げる者が不

在であるときは、同表の第２次代決者欄に掲げる者とする。 

２ 前項の規定により決裁をした者は、事後において当該決裁者に報告をしな

ければならない。ただし、決裁者に事前に了解を受けた場合においては、この

限りでない。 

 

（特別の機関等の文書の決裁） 

第１０条 特別の機関、地方支分部局及び施設等機関並びに公害等調整委員会

及び消防庁（以下「特別の機関等」という。）における文書の決裁については、

この訓令に定めるものを除くほか、特別の機関等の長がこの訓令に準じて定

めるものとする。 

２ 特別の機関等（公害等調整委員会及び消防庁を除く。）の長は、文書の決裁

に関する規定を定め、又は改廃したときは、副総括文書管理者を経て総括文書

管理者に報告しなければならない。 

 



（起案文書の修正及び廃案） 

第１１条 起案文書について決裁者が内容の修正を求めた場合は、起案者が当

該内容を修正の上、当該決裁者に改めて決裁を求めるものとする。ただし、決

裁者が起案者に連絡の上、起案文書の内容を修正することを妨げない。 

２ 起案文書について、決裁者が反対の決定をした場合は、起案者は起案用紙に

「廃案」の表示を行い、廃案となった理由を付して整理及び保存する。 

 

（文書供覧） 

第１２条 総務省に送達された文書で、上司の閲覧が必要と認められるものは、

原則として文書管理システム等の起案様式を用いて、速やかに供覧するもの

とする。ただし、閲覧者に直接説明が必要な場合などには、別記様式第１号に

定める起案用紙を用いて供覧することができる。 

２ 図書・刊行物の供覧等簡易なものについては、起案用紙を用いることを要し

ない。 

 

（決裁・供覧処理） 

第１３条 各部局の文書取扱主任は、原則、決裁又は供覧を終えたときに、起案

用紙に決裁権者が決裁を終了した日又は供覧を終了した日、決裁記号及び文

書番号を記載又は記録するとともに、文書管理システム等にその他の必要事

項を登録する。 

２ 第１項の決裁記号は、部局長が定める。この場合において、決裁記号の冒頭

の２文字又は３文字は、別表第３に定めるところによらなければならない。 

３ 外国にあてて発送又は送信する文書を内容とする起案文書の決裁記号は、

前項に規定する決裁記号と別に部局長が定めることができる。この場合にお

いて、決裁記号の冒頭の文字は「ＭＩＣ／」としなければならない。 

４ 各部局長は、決裁記号を定めたときは、これを総括文書管理者に報告しなけ

ればならない。これを変更したときも同様とする。 

５ 第１項の文書番号は、原則、決裁記号ごと及び暦年ごとに一連番号を付する

ものとする。 

６ 第１項の規定にかかわらず、文書管理上効率的と認められる場合は、部局長

の定めるところにより、決裁記号又は文書番号を設けないことができる。 

 

（再度の決裁を受けない決裁終了後の決裁文書の修正の禁止） 

第１３条の２ 決裁文書の内容を決裁終了後に修正することは、修正を行うた

めの決裁文書を起案し、改めて順次決裁を受けること（以下この条において

「修正のための決裁」という。）をしなければ、これを行ってはならない。 

２ 修正のための決裁には、当初の決裁文書からの修正の箇所及び内容並びに

修正の理由を記した資料を添付しなければならない。 

３ 行政機関の意思決定の内容そのものが記載されている、直接的な決裁対象

となる行政文書（以下この条において「決裁対象文書」という。）について修



正を行った場合、その原本は、修正のための決裁により修正が行われた後の決

裁対象文書とする。 

４ 修正のための決裁を行った場合、決裁対象文書のうち施行が必要な文書に

ついては、次の各号に掲げる修正のための決裁が終了した時期の区分に応じ

て、それぞれ当該各号に掲げる文書番号及び施行日により施行することとす

る。 

（１） 当初の決裁対象文書の施行前 当初の決裁における文書番号及び施行

日 

（２） 当初の決裁対象文書の施行後 修正のための決裁における文書番号及

び施行日 

５ 前項の規定にかかわらず、当初の決裁文書の本体ではなく、当該決裁の説明

を行うために添付した資料のみを修正した場合、施行が必要な文書について

は、当初の決裁における文書番号及び施行日により施行することとする。 

６ 修正の内容が、客観的に明白な計算違い、誤記、誤植、脱字など軽微かつ明

白な誤りに係るものである場合には、第１項の規定にかかわらず、修正のため

の決裁に係る手続を、別に定めるところにより、簡素化することができる。 

 

第３節 文書の施行 

 

（文書の施行） 

第１４条 起案者は、決裁の終わった文書で発送又は送信を要するものについ

て、発送又は送信する文書を作成し、当該決裁に係る起案文書を添えて文書取

扱主任に回付する。 

２ 前項の発送又は送信する文書の名義については、別表第１の定めるところ

による。 

３ 第１項の場合において、使送により文書を発送するときは、起案者は、使送

票に使送年月日、あて名その他必要な事項を記入した上、発送する文書に添付

する。 

４ 文書取扱主任は、第１９条第２項の規定により送信する文書以外の文書で

ある場合は、発送する文書（使送票を含む。）を大臣官房総務課文書取扱主任

に回付するとともに、第１項の決裁に係る起案文書を起案者に返付する。 

 

 

（公印及び契印） 

第１５条 公印の使用については、総務省公印規程（平成１３年総務省訓令第３

２号。以下「公印規程」という。）に定めるところによるほか、この訓令に定

めるところによる。 

２ 決裁の終わった文書（電子文書で施行するものを除く。）で公印又は契印の

押印を要するものについては、起案者が当該決裁に係る起案文書を公印規程

第４条第３項の規定により公印を保管する者に提示した上で、当該起案文書



に係る別表第１に規定する文書施行名義人（以下単に「文書施行名義人」とい

う。）の公印又は契印の押印を受けるものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる文書については、公印又は契印の押印

を省略することができる。 

（１） 省内に発送する文書 

（２） 別表第１の決裁者欄に掲げる者が公印又は契印の押印を要しないと認

めた文書 

 

（外国あて文書の公印及び契印） 

第１６条 外国にあてて発送する文書については、文書施行名義人が署名する

ことにより公印又は契印の押印に代えることができる。 

 

（電子署名） 

第１７条 電子署名の使用については、総務省電子署名規程（平成１４年総務省

訓令第１２号）に定めるところによるほか、この訓令に定めるところによる。 

２ 決裁の終わった文書（電子文書で施行するものに限る。）で電子署名を要す

るものについては、各部局の文書取扱主任（管理規則第１０条の規定により電

子文書取扱主任が指定されている場合にあっては、電子文書取扱主任。）が電

子署名を行うものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる電子文書については、電子署名を省略

することができる。 

（１） 省内に送信する電子文書 

（２） 別表第１の決裁者欄に掲げる者が電子署名を要しないと認めた電子文

書 

 

（電子署名の特例） 

第１８条 前条第２項の規定にかかわらず、情報システムを用いて電子署名を

自動的に行う必要がある場合は、各部局長は大臣官房長に申請し、その承認を

受けなければならない。 

 

（文書の発送又は送信） 

第１９条 文書の発送は、郵便、民間事業者による信書の送達に関する法律（平

成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは

同条第９項に規定する特定信書便事業者の提供する同条第２項に規定する信

書便又は使送その他効率的な方法により、大臣官房総務課文書取扱主任が行

うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、電子メール又はファクシミリによる文書の送信

は、原則として起案者が行うものとする。 

 

（官報掲載の文書） 



第２０条 官報に掲載することを要する起案文書の決裁が終わったときは、起

案者は、官報掲載原稿を３部作成の上、大臣官房総務課官報報告主任に回付す

る。この場合において、必要に応じて電磁的記録媒体に記録したものを併せて

回付する。 

２ 大臣官房総務課官報報告主任は、前項の規定により回付された官報掲載原

稿（必要に応じて電磁的記録媒体に記録したものを含む。）を、官報掲載日を

勘案の上、独立行政法人国立印刷局あて送付するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、内閣官房において官報掲載を行う場合の官報

掲載の手続については、内閣官房の指示によるものとする。 

４ 法律、政令、省令又は告示が官報に掲載されたときは、大臣官房総務課長の

指名する者は、法令・告示原簿に必要事項を登録する。 

５ 前項の法令・告示原簿に登録する事項は、次のとおりとする。 

（１） 法令番号又は告示番号 

（２） 件名 

（３） 公布年月日又は告示年月日 

（４） 施行年月日又は実施年月日 

（５） 主管部局等の名称 

（６） 正誤公示年月日 

（７） その他必要な事項 

６ 起案者は、官報掲載後、直ちに掲載文と決裁文書とを照合し、誤りがあった

場合には、速やかに正誤の手続をとる。 

 

（訓令） 

第２１条 訓令が制定されたときは、前条第４項の大臣官房総務課長の指名す

る者は、訓令原簿に必要事項を登録する。 

２ 前項の訓令原簿に登録する事項は、次のとおりとする。 

（１） 訓令番号 

（２） 件名 

（３） 実施年月日 

（４） 主管部局等の名称 

（５） 正誤公示年月日 

（６） その他必要な事項 

 

 

   第３章 文書の取得 

 

（文書の受領及び配付） 

第２２条 総務省に送達された文書は、大臣官房総務課文書取扱主任が受領し、

各部局の文書取扱主任（各部局において総括文書取扱主任が指名されている

場合にあっては、総括文書取扱主任を経由して文書取扱主任）に配付する。た



だし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

（１） 使送、会議等により受領するとき。 

（２） 請願、陳情、建議等で直接受領するとき。 

（３） ファクシミリにより受領するとき。 

（４） 電子文書を受領するとき（磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他 

これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができ

る物（以下「磁気ディスク等」という。）をもって受領するときを除く。）。 

２ 文書取扱主任は、受領した文書を担当者に配付する。 

３ 第１項の規定にかかわらず、中央合同庁舎第２号館外に置かれる部局等に

あっては、当該部局等の文書取扱主任（当該部局等において文書取扱主任が指

名されない場合にあっては、当該部局長等の指名する者）が受領することがで

きる。 

 

（文書の開封及び受付） 

第２３条 総務省に送達された文書は、親展又は秘密の表示のあるものを除き、

各部局の文書取扱主任が開封する。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第１項第１号及び第２号の場合にあっては、

文書を受領した担当者が開封し、当該文書を文書取扱主任に回付する。 

３ 第１項の規定にかかわらず、前条第１項第３号の場合にあっては、文書を受

領した担当者が、当該文書を文書取扱主任に回付する。 

４ 第１項の規定にかかわらず、前条第１項第４号の場合（電子メールにより受

領するときに限る。）にあっては、文書を受領した担当者が、当該文書を開封

して、文書取扱主任に回付する。 

５ 第１項の規定にかかわらず、前条第１項第４号の場合（電子メールにより受

領するときを除く。）にあっては、各部局の文書取扱主任（管理規則第１０条

の規定により電子文書取扱主任が別に指名されている場合にあっては、電子

文書取扱主任。第１０項において同じ。）が開封する。 

６ 文書取扱主任は第１項から第３項までの規定により文書の開封を行い、又

は回付を受けたときは、当該文書の第１面余白に別記様式第２号に定める様

式に準じて各部局長が定める文書受付日付印を押印するとともに、受付番号

を記載した上で、文書管理システム等に必要事項を登録し、担当者に配付する。

ただし、軽易な文書については、この限りでない。 

７ 前項の受付番号は、原則、暦年ごとに一連番号を付するものとする。 

８ 文書取扱主任は、第４項の規定により文書の回付を受けたときは、文書管理

システム等に必要事項を登録する。 

９ 文書取扱主任は、第５項の規定により文書を開封したときは、文書管理シス

テム等に必要事項を登録し、担当者に回付する。 

１０ 文書取扱主任は、第６項の規定により受け付けた文書に現金、有価証券、

郵便切手、収入印紙等が添付又は貼付されているときは、文書管理システム等

に添付物又は貼付物の種別、金額、種類等をそれぞれ登録する。ただし、電気



通信行政情報システムに前記事項を登録したときは、省略することができる。 

 

（親展文書及び秘密文書の配付等） 

第２４条 大臣官房総務課文書取扱主任（第２２条第１項各号の場合にあって

は、当該文書を受領した者）は、親展文書及び秘密文書を受領したときは、こ

れを開封しないで（第２２条第１項第３号の場合を除く。）名あて人に配付又

は回付する。 

２ 前項の規定により文書を配付又は回付された者は、当該文書を開封し（第２

２条第１項第３号の場合を除く。）、当該文書が前条に規定する手続を行うべ

きものと認められるときは、これを文書取扱主任（第２２条第１項第４号の場

合において、管理規則第１０条の規定により電子文書取扱主任が別に指名さ

れている場合にあっては、電子文書取扱主任。この条において同じ。）に回付

する。この場合において、文書取扱主任は、前条に規定する手続を行った上、

担当者に配付又は回付する。 

 

（図書その他の印刷物の受付及び配付） 

第２５条 図書その他の印刷物については、第２２条及び第２３条に規定する

手続を省略することができる。 

 

（部局間文書の例外） 

第２６条 部局間において送達される簡易な文書の受付及び配付については、

第２２条及び第２３条に規定する手続を省略することができる。 

 

（誤送文書の処理） 

第２７条 各部局の文書取扱主任は、当該部局の所掌に属しない文書を受領し

たときは、当該文書を大臣官房総務課文書取扱主任（各部局において総括文書

取扱主任が指名されている場合にあっては、総括文書取扱主任を経由して大

臣官房総務課文書取扱主任）に回付する。 

 

第４章 文書の貸出及び閲覧 

 

（文書の貸出及び閲覧） 

第２８条 文書管理者は、職務の遂行上必要があると認める場合は、文書を関係

職員以外の者に閲覧させ、又は貸し出すことができる。 

２ 前項の規定により閲覧し、又は貸出を受けた文書は、これを転貸、取換又は

改ざんしてはならない。 

 

   第５章 閲覧者の申出による文書の閲覧 

 

（閲覧目録） 



第２９条 文書管理者は、国民生活に役立ち一般の公開に適すると認められる

主要な刊行物、統計、資料、通達等の文書及びその他一般に公開することにつ

いて差し支えないことがあらかじめ判断可能な文書を、総務省共通基盤支援

システムの閲覧目録（以下単に「閲覧目録」という。）にできる限り登録する

ものとする。この場合において、当該文書について関係する文書管理者の了解

を得るものとする。 

２ 閲覧目録に登録する事項は、次のとおりとする。 

（１） 文書名 

（２） 作成又は取得された日の年月日 

（３） 作成者 

（４） 文書の要旨、概要等 

（５） 管理担当部局等・係等の名称 

（６） 識別ＩＤ 

（７） 備考 

３ 閲覧目録に登録された文書が行政文書である場合にあっては、当該行政文

書が管理規則第２４条の規定により国立公文書館等に移管され、又は同条の

規定により廃棄されたとき、行政文書以外の文書である場合にあっては、当該

文書が廃棄されたときは、文書管理者は、当該文書に係る閲覧目録への登録を

取り消すものとする。 

４ 総括文書管理者は、閲覧目録をインターネットにより公表するものとする。 

 

（閲覧目録及び登録文書の閲覧） 

第３０条 大臣官房総務課文書管理担当者は、閲覧者（総務省職員以外の者をい

う。以下同じ。）から閲覧目録の閲覧の申出があったときは、これを閲覧に供

するものとする。 

２ 大臣官房総務課文書管理担当者は、閲覧者から閲覧目録に登録された文書

（以下「登録文書」という。）の閲覧の申出があったときは、別記様式第３号

に定める文書閲覧申出書に必要事項を記載させた上で、当該登録文書に係る

文書管理担当者に通知し、当該通知を受けた文書管理担当者が当該登録文書

を閲覧に供するものとする。 

３ 各部局の文書管理担当者は、登録文書のうち閲覧者からの閲覧の申出が頻

繁である又は頻繁であることが予想されるものについて、大臣官房総務課文

書管理担当者の了解を得て、あらかじめ大臣官房総務課文書管理担当者に提

出することができる。 

４ 前項の規定によりあらかじめ大臣官房総務課文書管理担当者に提出された

登録文書について閲覧者から閲覧の申出があったときは、第２項の規定にか

かわらず、大臣官房総務課文書管理担当者が当該登録文書を閲覧に供するも

のとする。 

 

（内部部局及び審議会等における閲覧の特例） 



第３１条 第２９条及び第３０条の規定にかかわらず、内部部局（統計局、政策

統括官（総務省組織令（平成１２年政令第２４６号）第１４条第２号に掲げる

事務をつかさどるものに限る。以下「政策統括官（統計基準担当）」という。）

及び政策統括官（総務省組織令第１４条第３号及び第４号に掲げる事務をつ

かさどるものに限る。以下「政策統括官（恩給担当）」という。）を除く。）、サ

イバーセキュリティ統括官及び審議会等に係る各部局長は、各部局において

保存されている文書について、別に定めを設けて、閲覧者に閲覧させることが

できる。 

２ 第２９条及び第３０条の規定にかかわらず、統計局、政策統括官（統計基準

担当）、政策統括官（恩給担当）及びサイバーセキュリティ統括官における閲

覧者の申出による文書の閲覧については、統計局長、政策統括官（統計基準担

当）、政策統括官（恩給担当）及びサイバーセキュリティ統括官の定めるとこ

ろによる。 

 

（特別の機関等における閲覧の特例） 

第３２条 第２９条及び第３０条の規定にかかわらず、特別の機関、地方支分部

局及び施設等機関（統計研究研修所を除く。以下この条において同じ。）にお

ける閲覧者の申出による文書の閲覧については、当該特別の機関、地方支分部

局又は施設等機関に係る部局長が第２９条及び第３０条の規定に準じて定め

るところによる。 

２ 前項の規定により閲覧者の申出による文書の閲覧について定めを設けたと

きは、特別の機関、地方支分部局又は施設等機関の長は、総括文書管理者にこ

れを報告しなければならない。これを変更したときも同様とする。 

３ 第２９条及び第３０条の規定にかかわらず、統計研究研修所における閲覧

者の申出による文書の閲覧については、統計局長の定めるところによる。 

 

   第６章 補則 

 

 （統計局等に係る特例） 

第３３条 第４条、第１４条及び第１９条並びに第３章の規定の適用について

は、統計局、政策統括官（統計基準担当）、政策統括官（恩給担当）、審議会等、

特別の機関、地方支分部局及び施設等機関の部局長は、総括文書管理者と協議

の上、この訓令に準じて、別に定めを設けることができる。 

２ 総合無線局監理システムを用いた文書の管理を行う場合における第１３条

及び第２３条の規定の適用については、情報流通行政局長及び総合通信基盤

局長は、総括文書管理者と協議の上、この訓令に準じて、別に定めを設けるこ

とができる。 

３ 前２項に規定する別の定めを設けたときは、部局長は、総括文書管理者にこ

れを報告しなければならない。これを変更したときも同様とする。 

 



（疑義の決定） 

第３４条 この訓令の運用に関し疑義のあるときは、副総括文書管理者が決定

する。 

 

 （補則） 

第３５条 この訓令に定めるもののほか、文書の取扱いに関し必要な事項は、総

括文書管理者が定める。 

 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成２３年４月１日から施行する。 

 （総務省文書決裁規則の廃止） 

２ この訓令の施行により、従前の総務省文書決裁規則（平成１３年総務省訓令

第２号）は廃止する。 

（旧総務大臣の所管に属する公益法人の設立及び監督に関する事務処理要綱

の一部改正） 

３ 総務大臣の所管に属する特例民法法人の監督に関する事務処理要綱（平成

２０年総務省訓令第９７号）附則第３項の規定によりなおその効力を有する

ものとされる旧総務大臣の所管に属する公益法人の設立及び監督に関する事

務処理要綱（平成１３年総務省訓令第４７号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「総務省文書管理規則（平成１３年１月６日総務省訓令第１号）及

び総務省文書決裁規則（平成１３年総務省訓令第２号）」を「総務省行政文書

管理規則（平成２３年総務省訓令第１６号）及び総務省行政文書取扱規則（平

成２３年総務省訓令第１７号）」に改める。 

（総務大臣の所管に属する公益信託に係る許可及び監督に関する事務処理要

綱の一部改正） 

４ 総務大臣の所管に属する公益信託に係る許可及び監督に関する事務処理要

綱（平成１３年総務省訓令第４９号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「総務省文書管理規則（平成１３年１月６日総務省訓令第１号）」

を「総務省行政文書管理規則（平成２３年総務省訓令第１６号）」に改める。 

（総務省組織規則第２３３条第２項第２号、第２４７条第１号、第２６１条第

２項、第２６１条の２、第２６８条第１５号及び第２７０条第５号に規定する

総務大臣の定める事務を定める訓令の一部改正） 

５ 総務省組織規則第２３３条第２項第２号、第２４７条第１号、第２６１条第

２項、第２６１条の２、第２６８条第１５号及び第２７０条第５号に規定する

総務大臣の定める事務を定める訓令（平成１３年総務省訓令第６６号）の一部

を次のように改正する。 

第１条第二号ア中「第２３条第２項」を「第２２条第２項」に改め、同号イ

中「第２４条第２項」を「第２３条第２項」に改める。 



第２条第一号中「第２３条第２項」を「第２２条第２項」に改め、同条第二

号中「第２４条第２項」を「第２３条第２項」に改める。 

（電波法関係審査基準の一部改正） 

６ 電波法関係審査基準（平成１３年総務省訓令第６７号）の一部を次のように

改正する。 

第２条（１６）中「総務省文書決裁規則（平成１３年１月総務省訓令第２号）」

を「総務省行政文書取扱規則（平成２３年総務省訓令第１７号）」に改める。 

 （総務大臣の所管に属する特例民法法人の監督に関する事務処理要綱の一部

改正） 

７ 総務大臣の所管に属する特例民法法人の監督に関する事務処理要綱（平成

２０年総務省訓令第９７号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「総務省文書管理規則（平成１３年総務省訓令第１号）及び総務省

文書決裁規則（平成１３年総務省訓令第２号）」を「総務省行政文書管理規則

（平成２３年総務省訓令第１６号）及び総務省行政文書取扱規則（平成２３年

総務省訓令第１７号）」に改める。 

 

   附 則（平成２３年６月７日総務省訓令第２５号） 

 この訓令は、平成２３年６月７日から施行する。 

 

附 則（平成２３年６月２９日総務省訓令第３２号） 

 この訓令は、放送法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第６５号）の施

行の日（平成２３年６月３０日）から施行する。 

 

   附 則（平成２３年１０月３１日総務省訓令第４１号） 

 この訓令は、平成２３年１０月３１日から施行する。 

 

附 則（平成２３年１１月１８日総務省訓令第４５号） 

 この訓令は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２４年２月１０日総務省訓令第２号） 

 この訓令は、平成２４年２月１０日から施行する。 

 

附 則（平成２４年３月３０日総務省訓令第９号） 

 この訓令は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２４年１１月１２日総務省訓令第３２号） 

 この訓令は、平成２４年１１月１２日から施行する。 

 

   附 則（平成２５年３月２９日総務省訓令第１６号） 

 この訓令は、平成２５年４月１日から施行する。 



 

   附 則（平成２５年５月１６日総務省訓令第２３号） 

 この訓令は、平成２５年５月１６日から施行する。 

 

   附 則（平成２５年１０月１日総務省訓令第３２号） 

 この訓令は、平成２５年１０月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２６年４月１日総務省訓令第１７号） 

 この訓令は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２６年５月２９日総務省訓令第２３号） 

 この訓令は、平成２６年５月３０日から施行する。 

 

   附 則（平成２６年６月３０日総務省訓令第２７号） 

 この訓令は、平成２６年７月１日から施行する。 

 
   附 則（平成２６年１０月９日総務省訓令第４３号） 
 この訓令は、平成２６年１０月１０日から施行する。 
 
   附 則（平成２６年１２月１０日総務省訓令第４９号） 

 （施行期日） 
１ この訓令は、特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０８号）の

施行の日（平成２６年１２月１０日）から施行する。 
 （経過措置） 
２ 総務省におけるカウンターインテリジェンス機能の強化に関する訓令の一

部を改正する訓令（平成２６年総務省訓令第４７号）附則第２項の規定により

なお従前の例によることとされる取扱いに係る文書の決裁については、この

訓令による改正前の総務省行政文書取扱規則の規定は、なおその効力を有す

る。 
 

   附 則（平成２７年３月２７日総務省訓令第１９号） 

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、別表第３の表に国立

研究開発法人審議会の項を加える改正規定は、平成２７年度予算成立の翌日か

ら施行する。 

 

  附 則（平成２７年６月２６日総務省訓令第２９号） 

この訓令は、平成２７年７月１日から施行する。 

 

附 則（平成２７年９月２９日総務省訓令第３６号） 

この訓令は、平成２７年１０月１日から施行する。 



 

   附 則（平成２８年３月２８日総務省訓令第１６号） 
 この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２８年５月１９日総務省訓令第４３号） 
 この訓令は、平成２８年５月２１日から施行する。 

 

  附 則（平成２８年６月２８日総務省訓令第４８号） 

この訓令は、平成２８年７月１日から施行する。 

 

附 則（平成２８年９月３０日総務省訓令第５３号） 

この訓令は、平成２８年１０月１日から施行する。 

 

附 則（平成２９年３月３１日総務省訓令第７号） 

この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２９年５月２９日総務省訓令第２４号） 

この訓令は、平成２９年５月３０日から施行する。 

 

附 則（平成２９年７月６日総務省訓令第３０号） 

この訓令は、平成２９年７月１１日から施行する。 

 

附 則（平成２９年８月３０日総務省訓令第３９号） 

この訓令は、平成２９年９月１日から施行する。 

 

附 則（平成２９年９月２９日総務省訓令第４８号） 

この訓令は、平成２９年１０月１日から施行する。 

 

  附 則（平成３０年３月２９日総務省訓令第１２号） 

この訓令は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

  附 則（平成３０年６月５日総務省訓令第１６号） 

この訓令は、平成３０年６月６日から施行する。 

 

  附 則（平成３０年７月３日総務省訓令第２２号） 

この訓令は、平成３０年７月２０日から施行する。 

 

  附 則（平成３０年８月２８日総務省訓令第２８号） 

この訓令は、平成３０年９月３日から施行する。 

 



  附 則（平成３０年９月２７日総務省訓令第３５号） 

この訓令は、平成３０年１０月１日から施行する。 

 

  附 則（平成３１年３月２９日総務省訓令第２０号） 

この訓令は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

  附 則（平成３１年４月２３日総務省訓令第２６号） 

この訓令は、令和元年５月１日から施行する。 

 

  附 則（令和元年５月２０日総務省訓令第１号） 

この訓令は、令和元年５月２２日から施行する。 

 

  附 則（令和元年７月１９日総務省訓令第１５号） 

この訓令は、令和元年７月２３日から施行する。 

 

  附 則（令和元年９月３０日総務省訓令第１８号） 

この訓令は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

  附 則（令和２年３月１９日総務省訓令第１０号） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和２年８月２６日総務省訓令第３６号） 

この訓令は、令和２年８月３１日から施行する。 

 

附 則（令和２年９月２９日総務省訓令第３７号） 

この訓令は、令和２年１０月１日から施行する。 

 


